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本市の職員数は、かつての人口増加や都市基盤整備の充実・発展に伴う行政

需要の増大などを背景に増加してきた経過があり、ピーク時の平成９年度

（1997年度）には1,245人に達しました。 

その後、平成１６年度（2004年度）からの５年間を計画期間とする「はだの

行革推進プラン」や平成２３年度（2011年度）からの５年間を計画期間とする

「新はだの行革推進プラン」において、民間委託の推進や組織の見直し等によ

る職員数の削減に取り組んだ結果、平成２８年度（2016年度）に職員数は

1,063人となりました。 

本格的な人口減少、少子・超高齢社会を迎え、また、情報通信技術が進展す

る中で、行政に対する市民ニーズは多様化し、さらに、自然災害の激甚化や新

型コロナウイルス感染症の流行など、行政需要はますます増加する傾向にあ

り、近年は、職員実数がやや増加しています。 

こうした社会状況に適切に対応するためには、相応の人員による体制が必要 

である一方、人件費が増加することは、義務的経費の割合を高め、財政の硬直 

化を招く大きな要因となります。また今後、人口減少による税財政基盤の縮減 

は避けられない状況であり、それに対応した行政サービスと組織の縮減もまた、

避けられない課題です。適正な事務の執行や、組織の秩序を維持する観点から、

削減を前提とする職員定員管理では、今後の行政サービスに多大な影響を来す 

おそれもあります。 

こうした背景を受け、平成２９年（2017年）１月に「秦野市職員定員最適化

計画（平成２８年度（2016年度）～令和２年度（2020年度））」を策定し、行

政サービスと職員数の均衡を図る職員定員の最適化に努めてきました。 

これまでの取組を踏まえるとともに、新たな視点も加えながら、引き続き、

職員定員の最適化に取り組むこととし、本市の定数管理の基本的方針として、

本計画を策定するものです。 
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(1) 人口 

  本市の人口は、令和２年（2020 年）４月１日現在で 164,498 人と、ピーク

時の平成２２年（2010 年）９月の人口 170,417 人から、約 6,000 人減少して

います。 

今後、本市の将来人口は、令和１２年（2030 年）には約１５万７千人とな

り、令和４２年（2060 年）には１１万６千人ほどになると推計しています。 

  そのため、今後の定員管理に当たっては、人口減少に応じた「行政サービ

スの最適化」を図りつつ、職員数についても、社会状況の変化による行政需

要の増減に合わせて、柔軟に最適化を図る必要があります。 

 
 

 

(2) 財政の状況 

  本市の財政は、歳入面では、生産年齢人口が減少する中で、主たる歳入で

ある市税収入が伸び悩んでおり、厳しい状況に置かれています。 

歳出面では、高齢化の進行により社会保障費の増加傾向が続いているほ

か、激甚化する自然災害などの不測の事態に対応するため、予定外の支出が

増加しています。 

そのうえ、新型コロナウイルス感染症の流行による今後の経済への影響が

不透明であり、今後の動向に注視していく必要があります。 
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こうした状況を踏まえ、定員管理に当たっては、適正な規模の職員数を保

ちながらも、人件費の抑制に努めることが課題になります。 

 

(3) 職員数の推移 

 

 ア 条例に基づく職員定数と職員実数の推移 

秦野市職員定員最適化計画（平成２８年度（2016 年度）～令和２年

度（2020 年度））に基づく定員管理の実効性をより高めるため、平成

２９年度（2017年度）に条例上の定数を1,100人と設定し、令和２年度

（2020 年度）現在では、1,112 人となっています。 

同計画においては、1,100 人を定員の上限としたうえで、人件費の抑

制を図りつつ、ムリ・ムダ・ムラのない組織・執行体制の構築と職員の

配置を進めることとし、令和２年度（2020 年度）現在では、育児休暇

中等の定数外の職員を含めた実数で、1,091 人となっています。 

なお、地方公務員数は、全国的には平成２６年（2014 年）以降、ま

た神奈川県内の市町村でも平成２４年（2012 年）以降、特に防災や消

防、地方創生、子育て支援の分野で増加傾向にあり、本市においても同

様に、平成２８年度（2016 年度）以降は職員の実数がやや増加してい

ます。 

 

 

【一般会計の歳出（性質別経費の状況）】 単位：億円

H15年度
(2003)

H20年度
(2008)

H25年度
(2013)

H30年度
(2018)

R元年度
(2019)

205.4 221.5 248.7 263.8 266.9

人件費（職員給与、議員報酬等） 102.4 97.7 90.2 92.8 89.6

扶助費（生活保護や医療費助成等） 61.7 79.8 115.9 138.3 145.1

公債費（市債等を返済する経費） 41.3 44.0 42.6 32.7 32.2

69.1 39.7 43.1 40.1 38.8

46.4 47.4 61.0 52.0 55.6

90.0 94.5 84.0 119.0 123.8

410.9 403.1 436.8 474.9 485.1

（注）各年度決算額

合　計

区　分

義務的経費

投資的経費
（普通建設事業費、災害復旧費等）

繰出金

その他



- 4 - 

 

 

 

【秦野市の職員定数及び実数】                   単位：人 
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 イ 会計年度任用職員等の推移 

近年、定数の対象となる職員数（任期の定めのない常勤職員、フルタイ

ムの再任用職員及び任期付職員の合計数）がほぼ横ばいで推移している一

方で、会計年度任用職員（令和元年度（2019 年度）までは特定職員及び

臨時的任用職員。以下同じ）の数は、増加傾向にあります。 
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(1) 類似団体との比較 

本市における職員数の現状を把握するため、平成３１年（2019 年）４月

１日現在における類似団体（一般市・類型：Ⅳ－３）に属する３２団体のう

ち、人口１５万人以上、１８万人未満の１４団体の人口１万人当たりの職員

数を比較しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果、総職員（総数）では、１４市中６番目に少ない職員数、一般行政

部門では１４市中最も少ない職員数となっています。 
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≪参考：類似団体１４団体の人口と職員数≫ 
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 (2) 県内１６市との比較 

  本市における職員数の現状を把握するため、平成３１年（2019 年）４月

１日現在における県内１６市（政令市を除いた市）の人口１万人当たりの職

員数を比較しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果、総職員（総数）では県内で４番目に少ない職員数、一般行政部

門では県内で３番目に少ない職員数となっています。 
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≪参考：県内１６市の人口と職員数≫ 
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 (1) 秦野市行政改革大綱～はだの行革推進プラン 

２１世紀に向けて、市民サービスの向上や効率的な行財政運営を行うため、

平成８年（1996 年）３月に策定した「第二次秦野市行財政改善基本方針」

を基に、平成１２年（2000 年）４月に「秦野市行政改革大綱」を策定しま

した。 

この大綱では、明確な職員数削減目標は定めなかったものの、増大・複雑

化する行政需要に対処するため、スクラップ・アンド・ビルドの視点に立っ

た、適正な職員定数の管理に努めることとしました。 

さらに、本格的な地方分権時代に適った持続可能な行財政運営を目指し、

抜本的な改革に取り組むため、平成１７年（2005 年）４月に「はだの行革

推進プラン」を策定しました。 

このプランでは、職員改革として、職員数の見直しを掲げ、平成１５年

（2003 年）４月１日現在の職員数 1,214 人を基準として、平成１６年度

（2004 年度）から平成２０年度（2008 年度）までの５年間で 100 人の削減

を目標としました。委託化の推進や組織の見直しにより職員数の削減に取り

組み、平成２０年（2008 年）４月１日までの間で、117 人の削減を行いまし

た（平成２０年（2008 年）４月１日の職員数 1,097 人）。 

 

(2) 新はだの行革推進プラン 

本市を取り巻く社会経済環境が、少子高齢化による人口構造の変化、人口

減少社会の到来、義務的経費の増加による予算の硬直化や住民ニーズの多様

化・高度化など大きな転換期を迎える中、持続可能な行財政運営を目指し、

抜本的な改革に取り組むため、平成２３年（2011 年）３月に「新はだの行

革推進プラン」を策定しました。 

このプランでは、職員数の適正化を掲げ、平成２２年（2010 年）４月１

日現在の職員数 1,099 人を基準として、平成２７年度（2015 年度）までの

５年間で４０人の削減を目標としました。人件費の削減、事務事業の効率化

に取り組み、平成２７年（2015 年）４月１日までの間で、２９人の削減を

行いました（平成２７年（2015 年）４月１日の職員数 1,070 人）。 
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(3) 第３次はだの行革推進プラン実行計画及び秦野市職員定員最適化計画 

生産年齢人口の減少による税収減や、少子高齢化の進行に伴う社会保障費

の増大など、財政状況はこれまで以上に厳しさを増し、深刻な財源不足に陥

ることが懸念されたことから、秦野市総合計画後期基本計画に位置付けられ

ている「行財政改革の推進」を着実に実行するための具体的な改革内容や実

行年度を示す「第３次はだの行革推進プラン実行計画」を平成２８年（2016

年）３月に策定しました。 

このプランでは、適正な職員規模による行政経営の推進を掲げ、明確な職

員数の削減目標は定めていませんが、人件費の抑制を図る必要から、委託化

の推進状況や退職者数の推移を見据える中で、適正な職員規模による行政経

営を推進しました。 

また、多様化する市民ニーズに対応し、職員数の最適化を図ることを目的

に平成２９年（2017 年）１月に「秦野市職員定員最適化計画」を策定し、

委託化の推進や情報通信技術の活用を図りながら、その上限を超えない範囲

において、職員の適正な配置を進めてきました。 
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(1) 計画期間 

秦野市職員定員最適化計画の計画期間は、令和３年（2021 年）４月１日

から令和８年（2026 年）３月３１日までの５か年とします。 

なお、計画期間内であっても、社会経済情勢の大きな変化や定年引上げ等

の国の方針、本市の財政事情の急激な変化等により改定の必要が生じた場合

は、随時見直しを行います。 

 

(2) 計画期間中の目標 

 

  ア 職員定員の上限・基準職員数 

    職員定員について、条例上の定数である 1,112 人を上限として設定

したうえで、人件費の抑制に努めながら、令和３年度（2021 年度） 

における予定職員数 1,087 人を基準に、各部局の業務量に応じた職員

の適正配置を進めます。 

 

  イ 会計年度任用職員等の定員管理 

    条例上の定数に当たらない再任用短時間職員や会計年度任用職員に 

ついて、新たに会計年度任用職員制度に移行した令和２年度（2020 年度）

の当初予算上の人員である 647 人※1を基準として、人件費の抑制に努めな

がら、適正配置を進めます。 

 

  ウ 業務内容の適正化 

    任期の定めのない常勤職員、再任用職員及び会計年度任用職員の役割

の違いを踏まえ、それぞれの職員が取扱う業務内容の適正化を図りなが

ら、最適な職員配置を進めます。 
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(3) 目標についての考え方 

本市の職員数は、類似団体や県内他市との比較において、平均より少ない

状況にありますが、近年はやや増加傾向にあります。このことから、今後

は、業務の効率化を図りながら、現在の水準を維持することを前提に、定員

最適化を図ります。 

また、これまで、定員管理の対象外であった再任用短時間職員や会計年度

任用職員についてもこの計画の対象とし、それぞれの職員が担うべき業務内

容の適正化を図りながら、全体としての最適化を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

人口減少、少子・超高齢社会が進んでいく中で、厳しい財政状況を踏まえ

た定員管理が求められており、また、将来人口を見据え、それに見合った職

員数となるよう、逆算しながら職員数の抑制を図っていく視点も必要です。 

一方で、行政に対する市民のニーズは多様化しており、行政需要も増加し

ています。 

そのため、職員定員の最適化に向けては、一定の職員数を確保したうえ

で、情報通信技術の推進や再任用職員の活用など様々な方策を進めていくこ

とが必要です。

《
従
事
す
る
業
務
の
性
質
に
関
す
る
要
件
》 

≪勤務時間の要件≫ 

「相当の期間任用される職員」を就けるべき業務に従事 左記以外の業務に従事 

フ
ル
タ
イ
ム 

（
と
す
べ
き
標
準
的
な
業
務
の
量
） 

常
時
勤
務
を
要
す
る
職 

パ
ー
ト
タ
イ
ム 

任期の定めのない常勤職員 

任期付職員 

再任用職員 

任期付短時間職員 

再任用短時間職員 

会計年度任用職員 

（フルタイム） 

会計年度任用職員 

（パートタイム） 

臨 

時 

的 

任
用
職
員 

 非常勤の職 
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(1) 情報通信技術の活用 

  限られた人員の中で、質を保ちながら、継続して行政サービスを提供して

いくため、行政のデジタル化やＡＩ※2・ＲＰＡ※3といった情報通信技術の活

用を推進します。 

その際、国の動向を注視しながら、国が標準化を目指す分野では、安価で

標準的なシステムを導入するなど、より効率的な活用を目指します。 

また、新型コロナウイルス感染症の流行を受け、テレワークや Web 会議な

ど、情報通信技術を活用した「新しい生活様式」に基づく業務スタイルの変

化への柔軟な対応を図ります。 

 

(2) 職員の能力を高める取組 

  職員一人ひとりが、その職種や階級に限らず、本市の目指す都市像を踏ま

え、市の将来像を見据えながら、主体的・自立的に職務を行うとともに、そ

の原動力を高める職場風土の醸成を図ります。 

  さらに、所属の分野に限らず、あらゆる情報を取り入れながら、自己啓発

を図るため、様々な研修や能力開発の機会を創出します。 

 

(3) 再任用職員及び会計年度任用職員の適正な配置 

  再任用職員は、任期の定めのない常勤職員と同様の性質の業務を担うこと

が可能であり、また、それまで培った多くの知識やノウハウを有しているこ

とから、その継承を含めて、適切で効果的な配置を進めます。 

  また、会計年度任用職員については、任期の定めのない常勤職員や再任用

職員との役割の違いを踏まえたうえで、業務の性質や勤務時間を考慮して任

用することとし、適正な人員配置を図ります。 
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(4) 公民連携の推進 

  民間活力の導入による市民サービスの向上と行政サービスの最適化といっ

た観点を踏まえ、費用対効果を検証しながら、指定管理を含めた業務の委託

化等の公民連携を推進します。 

  また、技能労務職員については、今後も一定の職員数を確保しますが、退

職者不補充と業務の委託化を引き続き進めます。 

 

(5) 広域連携の推進 

  人口減少、少子・超高齢社会、そして情報通信技術の活用が進行する中に

おいては、近隣自治体等との間において、業務システムの共同運用や、行政

区域を超えたサービスの提供が可能となることが想定されるため、広域的な

連携の視点を持ち、その可能性を検討します。 

 

(6) 行政サービスの最適化 

  限られた人員や財源の中において、真に必要な行政サービスについて、そ

の質を高めながら、継続して提供していくため、職員定員と行政サービスの

最適化を図る必要があります。 

  そのため、事務・事業のスクラップ・アンド・ビルドや市民と協働・連携

を進め、限られた職員数や財源の中においても、多様な市民ニーズに応え、

そして、市民とともに地域を支える考えのもと、柔軟で効果的な行政サービ

スの提供を図ります。 
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本計画においては、「６ 定員最適化の推進方法」で示す取組を基に、年度

ごとに組織・執行体制の方針や採用人数を定め、職員定員の最適化を図ります。 

職員定員については、「スマート自治体」の実現に向けた情報通信技術の活

用の推進や早期退職による予測できない減員、さらには想定外の行政需要の増

への対応など、柔軟な対応も必要であることから、本計画において年度ごとの

目標人数は定めず、上限として計画期間中における定員を定め、それを超えな

い範囲において、業務の見通しや、本計画の取組状況に応じ、年度ごとに配置

数を定めていく手法とします。 

また、定年引上げなど、国における地方公務員制度の見直しの状況を注視す

るとともに、「行政サービスの最適化」など市の経営方針等の全体的な視点で

の取組も必要なことから、適宜、行財政調査会の意見も聴取しながら、適正な

進行管理に努めます。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


